
（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１ 公共資産 １ 固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 2,796,264

①生活インフラ・国土保全 17,371,862 (2) 長期未払金

②教育 12,116,402 ①物件の購入等 73,722

③福祉 681,001 ②債務保証又は損失補償 0

④環境衛生 40,267 ③その他 0

⑤産業振興 3,937,393 長期未払金計 73,722

⑥消防 669,963 (3) 退職手当引当金 1,626,718

⑦総務 4,097,045 固定負債合計(d) 4,496,704

有形固定資産合計 38,913,933

(2) 売却可能資産 121,470 ２ 流動負債

公共資産合計(a) 39,035,403 (1) 翌年度償還予定地方債 468,268

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

２ 投資等 (3) 未払金 0

(1) 投資及び出資金 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

①投資及び出資金 619,892 (5) 賞与引当金 0

②投資損失引当金 0 流動負債合計(e) 468,268

投資及び出資金計 619,892

(2) 貸付金 0 負 債 合 計(B) {(d)+(e)} 4,964,972

(3) 基金等

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,001,357

③土地開発基金 545,334 [純資産の部]

④その他定額運用基金 118,360 １ 公共資産等整備国県補助金等 5,446,905

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 1,665,051 ２ 公共資産等整備一般財源等 33,492,501

(4) 長期延滞債権 125,923

(5) 回収不能見込額 △ 18,036 ３ その他一般財源等 21,817

投資等合計(b) 2,392,830

４ 資産評価差額 0

３ 流動資産

(1) 現金預金 純 資 産 合 計(C) 38,961,223

①財政調整基金 1,855,006

②減債基金 0

③歳計現金 623,149

現金預金計 2,478,155

(2) 未収金

①地方税 37,540

②その他 508

③回収不能見込額 △ 18,241

未収金計 19,807

流動資産合計(c) 2,497,962

資 産 合 計(A) {(a)+(b)+(c)} 43,926,195 負 債 ・ 純 資 産 合 計(D) {(B)+(C)} 43,926,195

※１ 他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 132,355 千円
②教育 58,505 千円
③福祉 111,147 千円
④環境衛生 648,932 千円
⑤産業振興 1,873,193 千円
⑥消防 647 千円
⑦総務 84,608 千円

計 2,909,387 千円
上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 1,047,613 千円

②地方債 130,544 千円
③一般財源等 1,731,230 千円

計 2,909,387 千円
※２ 債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 20,000 千円

②債務保証又は損失補償 0 千円
（うち共同発行地方債に係るもの 0 千円）
③その他 18,165 千円

※３ 地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち0千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。
※４ 普通会計の将来負担に関する情報 普通会計の将来負担額 7,727,337 千円

（貸借対照表に計上したものを含む） [内訳] 普通会計地方債残高 3,264,532
債務負担行為支出予定額 111,887
公営事業地方債負担見込額 2,683,624
一部事務組合等地方債負担見込額 318,567
退職手当負担見込額 1,348,727
第三セクター等債務負担見込額 0
連結実質赤字額 0
一部事務組合等実質赤字負担額 0

基金等将来負担軽減資産 10,302,179
[内訳] 地方債償還額等充当基金残高 3,030,291

地方債償還額等充当歳入見込額 1,449,946
地方債償還額等充当交付税見込額 5,821,942

(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 2,574,842 千円
※５ 有形固定資産のうち、土地は6,244,335千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は24,711,672千円です。
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